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「大規模開発及び取引事前指導要綱」における風力発電設備設置の取扱いについて 

 

１ 取扱いの変更理由 

昨今、太陽光発電設備と同様に地球環境への負荷が少ない再生可能エネルギーを活

用した発電設備の一つとして、全国的に増加している風力発電設備については、大型

化に伴う騒音の発生、自然環境への影響などが懸念されているほか、台風等の自然災

害により設備が倒壊する事故が発生するなど、安全面への不安も高まっています。  

このため、「大規模開発及び取引事前指導要綱」（以下「要綱」という。）の協議対象

に「風力発電設備の設置に伴う土地の区画形質の変更」を追加することにより、当該

設備設置に許認可等が必要な法令等をはじめ、土地利用、環境及び公共施設に関する

法令等の観点などから総合的に検討を行い、無秩序な土地利用の防止を図ります。 

 

２ 変更内容 

要綱においては、①開発行為に必要な法令等の手続又は②その開発を目的とした土

地の所有権等を取得する場合には、事前に協議を行い知事の同意を得なければならな

いとされているが、このたび、協議が必要な「開発行為」の対象に「風力発電設備の

設置に伴う土地の区画形質の変更」を追加します。 

 

【変更の具体的内容】 

「開発行為」とは、土地の区画形質の変更をいう。（要綱第２条第１号） 

現行の取扱い 

土地利用の目的が建築物の建築以外であって、都市計画法施行令第1条の「特定工作物」を

建設する場合は、「開発行為」に該当する。 

ゴルフ場、テニスコート、墓地、サーキット等は「特定工作物」に該当するため、これらを

建設する場合は「開発行為」に該当し、スキー場、キャンプ場、ピクニック緑地等を建設する

場合は原則として「開発行為」には該当しない。 

太陽光発電設備は「特定工作物」ではないが、これを設置する場合における土地の区画形質

の変更も、「開発行為」に該当する。 

変更後の取扱い 

太陽光発電設備及び風力発電設備は「特定工作物」ではないが、これらを設置する場合にお

ける土地の区画形質の変更も、「開発行為」に該当する。 

 

３ 変更期日 

平成 30 年 10 月 29 日 

 

＜参考：要綱の適用範囲＞ 
  「神戸市域」、「市街化区域」及び「非線引き都市計画区域の用途地域」等を除く区

域における、開発区域の面積が 10ha 以上の民間開発行為 

 


